
令和６年度当初予算 商工労働部主要施策の概要 

（令和５年度第１次３月補正予算含む） 

 

◎予算編成のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎重点主要施策の概要 
 

○被災事業者の生業再建の支援 

・被災事業者の施設・設備の復旧、商店街のアーケードや街路灯などの施設の復旧を支援 

する補助制度を創設 

 ・中小企業による事業活動の再開に向けた販路開拓や商品開発などの取り組みを支援する 

補助制度を創設 

・伝統工芸事業者の事業継続・再開に必要な道具や原材料の確保などの取り組みを支援す 

る補助制度を創設 

・再建資金に係る資金繰りを支援するため、無利子（借入当初５年間）・保証料免除の特別 

な融資制度を創設 

・二重債務問題に対応する官民ファンドを創設 

・事業者の相談体制を強化するため、能登・金沢にそれぞれ相談窓口を設置するとともに、 

専門家派遣制度を拡充 

・被災労働者の雇用や生計の維持・確保を図るため、在籍型出向制度の活用を促進すると

ともに、短期派遣に関する相談対応・斡旋を実施 
 

○産業振興指針の着実な推進 

・ＤＸやＧＸの推進、産業を支える人材の確保・育成など、産業振興指針に定めた７つの

施策に係る事業者の取り組みを支援 

・令和６年能登半島地震の被災事業者の生業再建を支援するため、被災者の生活と 

生業支援のための国のパッケージを最大限活用するとともに、県独自の支援を追加

して実施する。 

・今年度策定した産業振興指針を踏まえ、「新たな時代を捉えてともに飛躍・成長 

する、石川県の特徴を活かした魅力ある産業づくり」に向けた事業者の様々な取り

組みを支援する。 

 

 



◎ 主 要 事 業

金　　額（千円）

Ⅰ　令和６年能登半島地震への対応

・ 生業の再建

・ なりわい再建に対する支援（３月１次補正） 30,000,000 中小企業等の施設・設備の復旧に対する支援

（最大１５億円）

・ 中小企業の事業再建に向けたソフト事業に対する支援 400,000 事業再建に向けた販路開拓や商品開発等に対する県独自の

（３月１次補正） 支援（最大200万円）

・ 伝統工芸事業者の再建に対する支援（３月１次補正） 100,000 県指定・稀少伝統的工芸品の製造に必要な道具・原材料費等

に対する県独自の支援（最大1,000万円）

・ 商店街の復興に対する支援（３月１次補正） 650,000 施設復旧への支援（上限なし）、

賑わい創出イベント等に対する支援（最大100万円）

・ 地震災害対策特別融資制度の創設（３月１次補正） 融資枠 無利子（借入当初５年間）、信用保証料の免除

７００億円

・ 二重債務問題に対応する官民ファンドの創設に伴う 債務負担行為 被災事業者の既往債務に係る債権買取や出資など

出資金（３月１次補正） 500,000

・ 事業者向けワンストップ相談窓口の設置 175,000 金沢（工業試験場）、能登（奥能登総合事務所）に開設

（うち３月１次補正

25,000）

・ 専門家派遣の充実（３月１次補正） 200,000 被災事業者は派遣回数上限なし、派遣枠6,000回

・ 労働者の雇用維持や就労に対する支援 20,000 「在籍型出向制度」の活用促進、

（３月１次補正） 短期派遣に関する相談対応・斡旋等

Ⅱ 成長戦略の実現に向けた諸施策

1 北陸新幹線県内全線開業への対応

・ 首都圏アンテナショップ「八重洲いしかわテラス」での 128,100 全線開業ＰＲ特設ブースや能登復興応援ブースの設置による

情報発信（３月９日オープン） 首都圏における情報発信の強化

・ 伝統的工芸品月間国民会議全国大会の開催 15,000 北陸ディスティネーションキャンペーンと連携した

（１１月７日～１０日） 工芸と食の魅力の一体的発信

・ 全線開業を契機とした金沢港へのクルーズ船の 4,500 新幹線により１時間圏内で結ばれる北陸三県の観光素材の

寄港促進 PR等

商工労働部

令和６年度当初予算　商工労働部主要施策の概要

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明

（令和５年度第１次３月補正予算含む）



金　　額（千円）

2 国補正予算に呼応した経済対策

・ 持続可能な賃上げ環境の整備

・ 事業者の生産性向上の取組に対する支援 150,000 賃上げにつながる事業者の設備投資等に対する支援

（３月１次補正） （最大300万円）

・ 融資制度の優遇措置の実施（３月１次補正） ー 県制度融資における賃上げ事業者への金利の優遇措置の

実施

3 新たな時代を捉えて飛躍・成長する産業づくり

・ 意欲ある中小企業の前向きな取組に対する支援

・ 成長戦略ファンド（総額７００億円）による支援 480,000 革新的な新技術等の研究開発から身近な商品・サービス開

発、販路開拓までの総合的な支援

（１） 産業のＤＸ推進

・ 事業者のニーズに応じたきめ細かなデジタル人材育成

・ 早稲田大学を代表校とする「スマートエスイーＩｏT／ＡＩ 26,000 AI・IoTなどの最先端技術の習得支援

石川スクール」の開催

・ デジタル分野でのリスキリング講座の開講 12,000 産業界のニーズを踏まえたリスキリングプログラムの開発

（２） 産業のＧＸ推進

・ 成長市場としてのグリーン分野への参入

・ 産学官連携による炭素繊維分野における革新的な研究 200,000 市場拡大が期待される環境適合型の新たな複合材料に係る

開発の推進 研究開発の実施

（３） 産業を支える人材の確保・育成

・ 学生の県内就職意識の醸成 73,835 合同企業説明会やインターンシップマッチング交流会の開催

・ 学生の県内就職に向けた中小企業の研究開発人材等 4,920 理系学生（大学院生・学部生・高専生）に対する奨学金返還

の確保支援 助成

・ 都市部からの副業等人材の活用支援 35,000 ＩＬＡＣによる県内企業と都市部の副業等人材とのマッチング

支援

・ 外国人労働者の確保・定着支援 5,000 企業向けセミナーの開催、専門家による採用前準備から定着

までの伴走支援

（４） 新事業・新産業の創出

・ スタートアップ創出・育成 55,000 大学発スタートアップ支援、スタートアップビジネスプランコ

ンテストの実施、専門家や先輩起業家による伴走支援

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

（５） 国内外への販路拡大・魅力発信

・ 県産品の魅力・価値の向上と効果的な発信

・ 首都圏アンテナショップ「八重洲いしかわテラス」での 128,100 全線開業ＰＲ特設ブースや能登復興応援ブースの設置による

情報発信（３月９日オープン）（再掲） 首都圏における情報発信の強化

・ 伝統的工芸品月間国民会議全国大会の開催（再掲） 15,000 北陸ディスティネーションキャンペーンと連携した

（１１月７日～１０日） 工芸と食の魅力の一体的発信

・ 海外への事業展開の促進とニッチトップ企業の育成

・ 海外アンテナショップの運営 82,000 シンガポール、香港での通年運営

・ 食品の輸出強化 25,900 海外バイヤーとのネットワーク構築による販路開拓

・ ニッチトップ企業の育成 31,000 国内外でニッチトップを目指す企業に対する支援

（６） 中小企業・小規模事業者等の事業基盤の強化

・ 持続可能な賃上げ環境の整備

・ 事業者の生産性向上の取組に対する支援（再掲） 150,000 賃上げにつながる事業者の設備投資等に対する支援

（３月１次補正） （最大300万円）

・ 融資制度の優遇措置の実施（再掲） ー 県制度融資における賃上げ事業者への金利の優遇措置の

（３月１次補正） 実施

・ 経営課題の高度化・複雑化に対応するための伴走支援

の強化

・ 中小企業庁等との連携による伴走支援の強化 21,700 経営支援のシステム活用による伴走支援の高度化・効率化、

支援制度活用セミナーの開催、優良事例発表会の開催

・ 支援機関の伴走支援体制の強化 55,800 伴走支援に積極的に取り組む商工会・商工会議所への経営

指導員の加配

・ 円滑な事業継承の推進

・ 事業承継支援 10,000 商工会・商工会議所と連携した個別相談会の開催による掘り

起こし

4 個性と魅力にあふれる交流盛んな地域づくり

・ 富山県、静岡県と連携した日本三霊山の魅力発信 3,000 首都圏における三県特産品等の物販、工芸体験ワークショッ

プの開催

・ クルーズ船寄港の促進（一部再掲） 21,400 海外見本市への出展など国際クルーズの積極的な誘致活動

の推進

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

5 安全・安心かつ持続可能な地域づくり

・ 産学官連携による炭素繊維分野における革新的な研究 200,000 市場拡大が期待される環境適合型の新たな複合材料に係る

開発の推進（再掲） 研究開発の実施

6 デジタル活用の推進

・ 早稲田大学を代表校とする「スマートエスイーＩｏT／ＡＩ 26,000 AI・IoTなどの最先端技術の習得支援

石川スクール」の開催（再掲）

・ デジタル分野でのリスキリングの推進（再掲） 12,000 産業界のニーズを踏まえたリスキリングプログラムの開発

7 カーボンニュートラルの推進

・ 産学官連携による炭素繊維分野における革新的な研究 200,000 市場拡大が期待される環境適合型の新たな複合材料に係る

開発の推進（再掲） 研究開発の実施

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明


